
≪背景≫

・本市には多くの障がい福祉サービス等の事業所があり、相談や緊急時対応に関しても主体的な対応が行われている

≪拠点等に関する加算≫

１　相談　機能

２　緊急時の受入・対応　機能

３　体験の機会・場　機能

５　地域の体制づくり　機能

地域生活支援拠点等の機能充実に向けた取組について（検討資料）

計画相談支援・

障がい児相談支援

地域体制強化

共同支援加算

拠点である相談支援事業所の相談支援専門員が、支援が困難な事

例等について、福祉サービス等事業所と支援内容を検討し、必要な支

援を共同して実施するとともに、地域課題を整理して協議会に報告した

場合　2,000単位／月

体験宿泊加算（Ⅰ・Ⅱ）

単身での生活に向けて体験的な宿泊支援を行った場合　300単位／

日　加えて夜間・深夜帯を通じて必要な見守り等の支援を行った場合

700単位／日　拠点等の場合　さらに50単位／日　加算

地域移行支援

サービス種別 加算名称 概要

サービス種別

サービス種別 加算名称 概要

障がい福祉サービスの

体験利用加算（Ⅰ・Ⅱ）

障がい福祉サービスの体験的な利用支援を行った場合

初日から５日目　500単位／日　６日目から15日目　250単位／日

拠点等の場合　さらに50単位／日　加算

計画相談支援・

障がい児相談支援

地域生活支援拠点等

相談強化加算

拠点等である相談支援事業所が、緊急時に利用者等からの要請に基

づき、短期入所利用のための連絡・調整を行った場合　700単位／回

（月４回を限度）

自立生活援助 緊急時支援加算（Ⅰ）
緊急時において、利用者等からの要請に基づき、深夜に支援を行った

場合　711単位／日　拠点等の場合　さらに50単位／日　加算

加算名称 概要

計画相談支援・

障がい児相談支援
機能強化型　基本報酬

拠点等である事業所が協働体制を確保することにより、複数の事業所

で、機能強化型（継続）サービス利用支援等の算定要件（24時間

の連絡体制の確保・人員配置）を満たすことが可能

短期入所
地域生活支援拠点等の

場合

拠点等である事業所がサービス提供を行った場合、利用を開始した日

について、定める単位に　さらに100単位／日　加算

指定障がい福祉サービス事業所等のうち、一定の要件を満たす事業所を地域生活支援拠点等（以下「拠点等」という。）の機能の

一部を担う事業所として位置付けて、各区における拠点等の面的整備を推進し、その機能の強化を図る

・国の報酬改定において、拠点等であることを要件とする加算が創設され、障がい福祉サービス事業所等が拠点等の機能を担うことが

期待されている

加算名称 概要

居宅介護計画等に位置づけられていない居宅介護等を、利用者等か

らの要請を受けから24時間以内に行った場合　100単位／回（月２

回を限度）　拠点等の場合　さらに50単位／回　加算

緊急時対応加算
居宅介護・重度訪問介護・

同行援護・行動援護

地域定着支援 緊急時支援費（Ⅰ）
緊急時において、利用者等からの要請に基づき、速やかに支援を行った

場合　712単位／日　拠点等の場合　さらに50単位／日　加算

サービス種別
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≪拠点等の登録について≫

≪想定される登録の要件について≫

●共通要件

●サービス種別ごとの要件

常勤の従事者を１名以上配置して常時の連絡体制を

確保し、かつ、現に１名以上の利用者にサービス提供を

行っていること

常勤の従事者を１名以上配置し、かつ、現に１名以

上の利用者にサービス提供を行っていること、新規利用

者からの相談に積極的の応じるなど、地域におけるニー

ズに適切に対応すること

緊急時の受け入れ、医療機関等への連絡な

どの対応

緊急の事態における深夜の速やかな訪問に

よる支援

緊急の事態における速やかな訪問による支援

要件

機能強化型基本報酬（Ⅰ）～（Ⅳ）のいずれかを

取得しており、常時の連絡体制を確保していること

利用者、家族等からの要請に基づく緊急の

居宅介護等の提供

居宅介護計画等に位置づいていない緊急の要請に対

しても、速やかに相談に応じ、可能な限りサービス提供を

行うこと

居宅介護・重度訪問介護・

同行援護・行動援護

サービス種別

計画相談支援・

障がい児相談支援

役割

様々な相談への円滑な対応、緊急時の適切

な相談対応、地域の体制づくりに向けた積極

的な取り組み

・本市として指定障がい福祉サービス事業所等を「拠点等の機能の一部を担う事業所」として登録する仕組みをつくる。

・本市の拠点等については、事業者どうしが連携して障がいのある方の地域生活を面的に支援できるよう体制整備を進めており、その

機能を担う事業所は、各区域の現状や課題を十分認識したうえで事業を行い、地域のコンセンサスに基づき、効果的にその機能が発

揮される必要がある。

・そのため、登録しようとする事業所は、事前に各区の地域自立支援協議会において事業の実施状況や拠点等の機能を担う上での

取組等について説明を行い、協議会の同意を得ることとする。

・拠点等として登録した事業所は、障がいのある方が事業所を利用する際に参考とできるよう本市ホームページに掲載する。

地域移行支援
地域移行支援の効果的な提供のため体験

の機会の提供

地域移行支援サービスを提供した利用者のうち、地域

における生活に移行した者が直近３年以内に１名以

上いること

地域定着支援

短期入所

自立生活援助

常時の緊急受入体制を確保し、新規の相談を含む緊

急の際の相談に積極的に応じ、円滑な受け入れを行う

こと

・登録しようとする事業所は、登録の申請にかかるサービスについて、一定の知識と経験を有し、地域の現状や課題を十分認識する必

要があることから、当該サービスを１年以上継続して実施していること。

・また、拠点等の機能を担う事業所は、各区域における拠点等の面的整備、及びその機能の充実のため、障がい者基幹相談支援セ

ンターと連携を図り、地域自立支援協議会への積極的な参加に努めること。

本市の地域生活支援拠点等の機能充実に向けた取組の考え方（案）


